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第１章 豊田市ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画策定の経緯 

１ 豊田市ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画策定までの経緯 

ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という。）は、化学物質の審査及び製造等の規

制に関する法律によりその製造、輸入、新たな使用が禁止されて以来約３０年間、事業

者での保管が続いていた。この長期の保管中に保管事業者の倒産や不適切な保管などで

紛失や漏えいによる環境汚染が懸念されていた。 

国際的には、平成１３年５月の残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約が採

択され、日本は平成１４年８月に批准し、国家レベルでの早急な対応が必要となってい

た。 

 

２ 豊田市ＰＣＢ廃棄物適正処理検討委員会 

このような社会情勢の中で、当市では市域におけるＰＣＢ廃棄物の適正処理のあり方

について、平成１２年９月に豊田市ＰＣＢ廃棄物適正処理検討委員会（以下「市検討委

員会」という。）を設置し、審議を重ねた。 

平成１２年度には主にＰＣＢの汚染油の処理及び住民理解について検討を行い、一刻

も早いＰＣＢ処理の対応、地域特性に配慮した処理技術の選定、学識経験者や地域住民

が参加した豊田市ＰＣＢ処理安全監視委員会（以下「安全監視委員会」という。）の設

置による情報公開及びリスクコミュニケーション（リスクに関する正確な情報を関係者

間で共有し、相互に意思疎通を図ること。）の推進といった内容の中間答申並びにガイ

ドラインを取りまとめて市長に報告した。平成１３年度は、さらに収集運搬や容器の後

処理等の課題について審議を行い、平成１３年８月に全ての審議を終えた。 

市検討委員会では、各事業場で使用中のＰＣＢ使用機器の期限内の交換と処理、同じ

く保管中のＰＣＢ廃棄物の適正保管と期限内の処理、そして市と収集運搬事業者との協

定締結による安全性確保などを内容とする最終答申書を取りまとめ、平成１３年９月１

１日に市長に提出した。あわせて、保管・収集運搬・処理・後処理といった各々の段階

を担う、ＰＣＢ使用機器の使用事業者、ＰＣＢ廃棄物の保管事業者、収集運搬事業者、

処理事業者及び当市の役割について規定するガイドラインが提言された。 

 

３ 中間貯蔵・環境安全事業株式会社による広域処理事業 

こうした取組や、工業都市として技術の集積があること、また高速道路等の交通の利

便性などを踏まえ、平成１３年４月に、国から、岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県（以

下「東海４県」という。）のＰＣＢ廃棄物の広域処理施設の設置候補地とすることを、

当市に打診があった。このときの当市からの回答は、ＰＣＢ処理の必要性は理解できる

ものの、広域処理については住民理解や関係自治体の連携が必要であるとの認識を伝え

たにとどまった。 

その後、愛知県を中心に東海４県のＰＣＢ処理に向けた連携と協力の合意が得られ、

当市に再度要請があった。これを受けて当市では、予定地の周辺及び逢妻男川流域の１

９自治区（樹木、三軒屋、本地新田、深田山、広久手、広久手町、土橋、竹上、竹中、

竹下、本町、若林、高美町、外根、若林宿舎、駒場、吉原町、中根及び花園町）の区長
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及び区役員等に、ＰＣＢ廃棄物の広域処理施設を設置する事業（以下「広域処理事業」

という。）の概要と市の広域処理事業への対応方針の説明を行い、広域処理事業の安全

性、環境保全の確保及び住民理解を得ること等を条件に、広域処理事業推進に協力して

いくことへの理解を求めた。また、市議会各派に対しても、自治区への説明状況を含め、

逐次説明を行った。各派からは、安全性の確保を重視した見解書や意見が提出された。 

これらの経過を踏まえ検討した結果、広域処理施設の立地要請の受入れの方針を決定

し、説明会等で示された意見等を反映した受入条件を付して、平成１４年９月に愛知県

に対して、平成１４年１０月に国に対して、環境事業団による広域処理事業の具体化に

向けた準備を進めることに同意する回答を行った。これを受けて環境事業団は、環境省

に対し豊田事業実施計画の申請を行い、平成１４年１０月に環境大臣の認可を受けた。 

その後、平成１６年４月１日に、環境事業団は、国が資本金を１００％拠出して設立

した日本環境安全事業株式会社に事業を承継し、全国で５か所のＰＣＢ処理事業所を整

備する処理事業を進めた。そして、平成１３年１１月に北九州事業、平成１４年１０月

に豊田事業、平成１４年１１月に東京事業、平成１５年２月に大阪事業と北海道事業が

国に認可された。 

平成２６年１２月２４日に日本環境安全事業株式会社は、社名を中間貯蔵・環境安全

事業株式会社（以下「ＪＥＳＣＯ」という。）に変更するとともに、同社の豊田事業所

の名称を豊田ＰＣＢ処理事業所に変更した。 

 

４ 関係法令等の整備 

国は、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理のために、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措置法（以下「ＰＣＢ特措法」という。）を平成１３年６月に制定

し、平成２８年７月までに国内のＰＣＢ廃棄物を処理すること等を規定した。また、Ｐ

ＣＢ特措法第６条に基づき、ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画（以下「基本計画」

という。）を平成１５年４月に策定し、さらに、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬に関して、Ｐ

ＣＢ廃棄物収集･運搬ガイドライン（以下「収集運搬ガイドライン」という。）を平成

１６年３月に策定した。 

当市は、平成１６年１２月にＰＣＢ特措法第７条に基づき、豊田市ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物処理計画（以下このときに策定した計画を「旧計画」という。）を策定した。 

  

５ 旧計画策定後の状況 

   ＰＣＢ特措法施行後の平成１４年に、ＰＣＢ廃棄物のうち、電気機器又はＯＦケーブ

ル（ＰＣＢを絶縁材料として使用した電気機器又はＯＦケーブルを除く。）に使用され

た絶縁油であって、微量のＰＣＢによって汚染されたもの又は当該絶縁油が塗布され、

染み込み、付着し、若しくは封入されたものが廃棄物となったもの（以下「微量ＰＣＢ

汚染廃電気機器等」という。）の存在が判明した。このため、平成２１年に廃棄物の処

理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に基づく無害化処理認定制

度を活用し、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理施設の認定を進めることとなり、平成

２２年から処理が始まった。また、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の存在を踏まえ、低濃
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度ＰＣＢ廃棄物収集･運搬ガイドライン（以下「低濃度収集運搬ガイドライン」という。）

が平成２５年６月に策定された。 

   一方、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等以外のＰＣＢ廃棄物処理については、ＪＥＳＣＯ

が、全国５か所のＰＣＢ処理事業所で順次処理施設を稼働させたが、作業従事者の作業

環境対策等、操業開始後に明らかとなった課題への対応等により、想定よりも処理の進

捗が遅れていた。 

このような状況を踏まえ、国は、平成２４年１２月にＰＣＢ特措法施行令を改正し、

ＰＣＢ廃棄物の処理期限を、平成３９年３月までに延長するとともに、平成２６年６月

に基本計画の変更を行い、事業者がＪＥＳＣＯに対し処分委託を行う期限（以下「計画

的処理完了期限」という。）を定め、５か所のＰＣＢ処理事業所の相互活用によって、

早期処理を図ることとした。当市は、基本計画の変更に伴い、旧計画を変更した豊田市

ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画（以下「本計画」という。）を策定する。 

 

 

第２章 ＰＣＢ廃棄物処理における基本方針 

１ 本計画の目的及び位置づけ 

本計画は、ＰＣＢ特措法第７条に基づき、基本計画に即して、市域のＰＣＢ廃棄物の

確実かつ適正な処理について、計画的に推進することを目的とする。 

また、ＰＣＢ廃棄物の処理については、国、県、市などの行政機関を始め、保管事業

者、収集運搬事業者及び処理事業者など多くの関係者が連携及び協力して、それぞれの

役割を果たさなければならない。本計画は、こうした関係者の共通の、市域におけるＰ

ＣＢ廃棄物処理に関する推進方策の基本的計画として位置づける。 

 

２ 用語の定義 

（１）高圧トランス・高圧コンデンサ等 

ＰＣＢ廃棄物のうち、高圧トランス、高圧コンデンサ、低圧トランス、低圧コンデ

ンサ及びこれらと同程度の大型の電気機器が廃棄物となったもの並びにＰＣＢ及びＰ

ＣＢを含む廃油（以下「廃ＰＣＢ等」という。）で、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を

除く。 

 （２）安定器等・汚染物 

ＰＣＢ廃棄物のうち、安定器及び３㎏未満の小型電気機器並びに感圧複写紙、ウエ

ス及び汚泥等のＰＣＢ汚染物で、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等を除く。 

 

３ 本計画の基本的考え方 

本計画は、基本計画、市検討委員会の答申を踏まえ、次の事項を基本的な考え方とし

て策定する。 

（１）市域のＰＣＢ廃棄物（今後発生するものも含む。）を処理期限内の１日でも早期に

かつ、確実、適正な処理を実現するため、以下のとおり、目標を設定する。 

ア 市内の高圧トランス・高圧コンデンサ等及び安定器等・汚染物については、平成 
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３０年度末までに全て処分することを目標とする。なお、計画的処理完了期限は、

高圧トランス・高圧コンデンサ等が平成３４年度末、安定器等・汚染物が平成３３

年度末である。 

イ 微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、ＰＣＢ特措法の処理期限である平成３ 

８年度末までに全て処分することを目標とする。 

（２）豊田ＰＣＢ処理事業所で処理する高圧トランス・高圧コンデンサ等については、自

社処理施設で処理されるものを除き、豊田ＰＣＢ処理事業所で処理を行うことを基本

とする。 

（３）豊田ＰＣＢ処理事業所では、市域のＰＣＢ廃棄物を優先して処理することとする。 

（４）豊田ＰＣＢ処理事業所で処理できないＰＣＢ廃棄物については、国の基本計画に即

して適切に処理するものとする。 

（５）豊田ＰＣＢ処理事業所の安全確保については、未然防止体制、漏えい事故発生時、

再発防止検討時の３段階に整理して、当市及び安全監視委員会による監視指導を行う。

また、（仮称）ＰＣＢ漏えい事故に係る危機管理対応マニュアルを作成する。 

（６）本計画の適用期間は、ＰＣＢ特措法で定められているＰＣＢ廃棄物の処理期限であ

る平成３９年３月３１日までとする。また、基本計画に大きな変更があった場合等、

必要に応じて適宜見直しすることとする。 

 

 

第３章 ＰＣＢ廃棄物の発生量、保管量及び処分量の見込み 

１ 保管量及び使用量の現状 

ＰＣＢ特措法第８条に基づき、事業者が届け出た平成２６年３月３１日現在のＰＣＢ

廃棄物の保管量及びＰＣＢ使用製品の量は次のとおりである。 
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表３－１ 市内のＰＣＢ廃棄物の保管量及びＰＣＢ使用製品の量 

種類 
保管事業場数

（延べ数） 
保管量 

使用事業場数

（延べ数） 
使用量 

高圧トランス ２ ６台 １ ５台 
高圧コンデンサ ２１ ８７７台 １０ ２５台 
低圧トランス １ ４台 － － 
低圧コンデンサ ７ ２８３台 － － 
廃ＰＣＢ等 ２ ２缶 － － 
その他の機器等（※） １４ ２，３５３台 １ ３台 
安定器 ４５ ３２，０１７台 ２ ５７台 
ウエス ４ １０パレット －    － 
微量ＰＣＢ含有 
高圧トランス 

７４ ３１０台 ２７ １０８台 

微量ＰＣＢ含有 
高圧コンデンサ 

２９ １４５台 ９ ４０台 

微量ＰＣＢ含有 
低圧トランス 

５ ９台 － － 

微量ＰＣＢ含有 
低圧コンデンサ 

５ ３１台 － － 

微量ＰＣＢ含有 
柱上トランス 

３ ４台 － － 

微量ＰＣＢ含有 
廃ＰＣＢ等 

１７ １００缶 － － 

微量ＰＣＢ含有 
ウエス 

５ ３２パレット － － 

微量ＰＣＢ含有 
その他の機器等（※） 

４１ ４０３台 ５ ２５台 

※その他のＰＣＢ電気機器を含む。 

 

２ 発生量及び処分量の見込み 

（１）ＰＣＢ廃棄物の発生量 

今後のＰＣＢ廃棄物の発生量は、現在使用されているＰＣＢ使用製品が廃棄物とな

る見込みの量で推計する。 

（２）ＰＣＢ廃棄物の処分量の見込み 

市域に存在する処分しなければならないＰＣＢ廃棄物の量は、保管量、発生量に基

づき推計した結果、次のとおりと見込まれる。 

 

 



 - 8 - 
 

表３－２－１ 市内の高圧トランス・高圧コンデンサ等の保管量、発生量 

及び処分量の見込み 

種類 保管量 
発生量 

（使用量） 

処分量 

平成２５年度まで 

（実績） 

平成２６年度

以降 

高圧トランス ６台 ５台 １０台 １１台 
高圧コンデンサ ８７７台 ２５台 ４，５４１台 ９０２台 
低圧トランス ４台 － １４台 ４台 
低圧コンデンサ ２８３台 － １，１３６台 ２８３台 
廃ＰＣＢ等 ２缶 － ６３缶 ２缶 
その他の機器等（※） ２，３５３台 ３台 ９４７台 ２，３５６台 
※その他のＰＣＢ電気機器を含む。 
 

表３－２－２ 市内の安定器等・汚染物の保管量、発生量及び処分量の見込み 

種類 保管量 
発生量 

（使用量） 

処分量 

平成２５年度まで 

（実績） 

平成２６年度

以降 

安定器 ３２，０１７台 ５７台 ０台 ３２，０７４台 
ウエス １０パレット － ０パレット １０パレット 
 

表３－２－３ 市内の微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の保管量、発生量及び処分量の見込み 

種類 保管量 
発生量 

（使用量） 

処分量 

平成２５年度まで 

（実績） 

平成２６年度

以降 

高圧トランス ３１０台 １０８台 ８台 ４１８台 
高圧コンデンサ １４５台 ４０台 ３台 １８５台 
低圧トランス ９台 － ０台 ９台 
低圧コンデンサ ３１台 － ３台 ３１台 
柱上トランス ４台 － ２，９８０台 ４台 
廃ＰＣＢ等 １００缶 － ４０２缶 １００缶 
ウエス ３２パレット － ０パレット ３２パレット 
その他の機器等（※） ４０３台 ２５台 １８９台 ４２８台 
※その他のＰＣＢ電気機器を含む。 

 

 

第４章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の体制の確保 

１ 市内ＰＣＢ廃棄物の処理の体制 

  基本計画に即し、次のとおりとする。 
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（１）高圧トランス・高圧コンデンサ等 

市域の高圧トランス・高圧コンデンサ等のＰＣＢ廃棄物処理については、豊田ＰＣ

Ｂ処理事業所で行う。ただし、豊田ＰＣＢ処理事業所では処理困難な特殊コンデンサ

の一部の処理については、大阪ＰＣＢ処理事業所で処理することとする。 

各施設の概要は表４－２－１、表４－２－２のとおりである。 

（２）安定器等・汚染物 

安定器等・汚染物の処理については、小型電気機器の一部を除き、北九州ＰＣＢ処

理事業所で処理することとする。施設の概要は表４－２－３のとおりである。 

（３）微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等 

微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処理については、国が認定する無害化処理認定施設

又は都道府県知事等が許可する処理施設で処理することとする。当該施設は、平成２

７年３月時点で、全国２３か所に整備されている。 

なお、中部電力株式会社が保管、使用している絶縁油については、名古屋市港区内

にて平成１７年２月から、容器・部材については、海部郡飛島村内にて平成２０年５

月から、自社処理施設で処理を実施しており、ＰＣＢ特措法の処理期限である平成３

８年度末までに全て処分される予定である。 

 

２ 豊田ＰＣＢ処理事業所の処理体制 

基本計画に即し、豊田ＰＣＢ処理事業所においては、東海４県内の高圧トランス・高

圧コンデンサ等のＰＣＢ廃棄物処理のほか、大阪ＰＣＢ処理事業所で処理困難な一部機

器（ポリプロピレンコンデンサ）についても処理することとする。 

 

表４－２－１ 豊田ＰＣＢ処理事業所の処理施設の概要 

設置場所 豊田市細谷町三丁目 

処理区域・処理対象物 

高圧トランス・ 

高圧コンデンサ等 
東海４県 

ポリプロピレン 

コンデンサの一部 
大阪ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

処理方式 化学処理法（脱塩素化分解方式） 

処理能力 １．６トン／日（ＰＣＢ分解量） 

処理開始 平成１７年９月 

計画的処理完了期限 平成３５年３月 

事業終了準備期間 平成３５年４月から平成３８年３月 
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表４－２－２ 大阪ＰＣＢ処理事業所の処理施設の概要 

設置場所 大阪市此花区北港白津二丁目 

処理区域・処理対象物 

高圧トランス・ 

高圧コンデンサ等 
大阪ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

特殊コンデンサの

一部 
豊田ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

処理方式 化学処理法（脱塩素化分解方式） 

処理能力 ２．０トン／日 

処理開始 平成１８年１０月 

計画的処理完了期限 平成３４年３月 

事業終了準備期間 平成３４年４月から平成３７年３月 

 

表４－２－３ 北九州ＰＣＢ処理事業所の処理施設の概要 

設置場所 北九州市若松区響町一丁目 

処理区域・処理対象物 安定器等・汚染物 

北九州ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

大阪ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

豊田ＰＣＢ処理事業所対象地域内 

処理方式 プラズマ溶融分解法式 

処理能力 １０．４トン／日 

処理開始 平成２１年７月 

計画的処理完了期限 平成３４年３月 

事業終了準備期間 平成３４年４月から平成３６年３月 

 

３ ＰＣＢ廃棄物の処理の体制の確保のための方策 

（１）保管事業者及び使用事業者の責務及び役割 

   ア ＰＣＢ廃棄物については、ＰＣＢの漏えい、飛散又は紛失による人の健康及び生

活環境に係る被害が生じないように、廃棄物処理法に基づく保管基準に従って確実

かつ適正に保管する。 

   イ ＰＣＢ特措法に基づく、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分状況等届出については、年

１回、定められた期限までに豊田市長に届け出る。 

   ウ 目標期限内に処理するため、ＰＣＢ使用製品の使用事業者はできるだけ早期に使

用を中止し、早期処理を行うよう努める。 

   エ 目標期限内に処理するため、ＰＣＢ廃棄物の早期処理を行うよう努める。 

   オ 処分に当たっては、安全な収集運搬が確保されるよう市ガイドライン、収集運搬

ガイドライン及び低濃度収集運搬ガイドラインに基づき実施する。 

（２）収集運搬事業者の責務及び役割 

ＰＣＢ廃棄物の収集運搬中の漏えい又は飛散を防止するため、市ガイドライン、収

集運搬ガイドライン及び低濃度収集運搬ガイドラインを遵守する。 
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（３）市の責務及び役割 

  ア 保管事業者、収集運搬事業者及び処分業者等に対し、立入検査等を通じて廃棄物

処理法及びＰＣＢ特措法の遵守の指導を徹底するとともに、ＰＣＢ使用製品の使用

事業者に対しては、できるだけ早期の代替品への転換及び処理期限内における早期

の処理を周知・啓発することにより、安全かつ確実な処理を推進する。 

  イ 環境中のＰＣＢの状況を把握するため、河川などの公共用水域等におけるＰＣＢ

の測定を継続して実施する。 

 

４ ＰＣＢ廃棄物の処理施設の整備 

東海４県内におけるＰＣＢ廃棄物の処理施設については、ＪＥＳＣＯが豊田ＰＣＢ処

理事業所を設置したほか、民間の処理施設として、愛知県においては、中部電力株式会

社が、自社処理事業を名古屋市港区及び海部郡飛島村にて実施している。 

 

５ ＰＣＢ廃棄物の広域的な処理の体制 

豊田ＰＣＢ処理事業所の事業地域内の高圧トランス・高圧コンデンサ等の円滑な処理

や収集運搬の調整について関係県市で協議するため、平成１５年５月に愛知県を幹事県

とし、環境省が主宰して豊田ＰＣＢ廃棄物処理事業に係る東海地区広域協議会（平成１

６年１２月にＰＣＢ廃棄物処理に係る東海地区広域協議会に改称。以下「広域協議会」

という。）が設置された。 

広域協議会の会員は、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県のほか、岐阜市、静岡市、浜

松市、名古屋市、豊橋市、岡崎市及び当市並びに特別会員としてＪＥＳＣＯ、オブザー

バーとして環境省で構成されている。 

豊田ＰＣＢ処理事業所での処理を一日でも早く終了させるためには、処理対象エリア

である東海４県のＰＣＢ廃棄物を処理する必要がある。このため、広域協議会に対して、

豊田ＰＣＢ処理事業所を一日でも早期に終了するという思いを当市と共有し、掘り起こ

し調査や保管事業者に対する早期処理の指導等について足並みをそろえて取り組んで

いくよう適宜要請し、市民の安全、安心を確保する必要がある。 

また、当市を始めとしたＰＣＢ処理事業所の地元自治体は、ＰＣＢ廃棄物処理に関し

て重要な役割を果たしており、基本計画の変更に当たり、国に受入条件を提示している。

当市は、会員の自治体にこの条件の履行を求めるとともに、北九州ＰＣＢ処理事業所が

立地する北九州市及び大阪ＰＣＢ処理事業所が立地する大阪市の受入条件の履行を行

う必要がある。このため、広域協議会のほか、北九州ＰＣＢ処理事業所の事業区域内の

自治体で構成する協議会の設置に協力し、関係自治体と、早期の処理完了に向けた搬入

計画、収集運搬方法等の超広域の処理に関わる問題の検討や調整を行うこととする。 

 

６ ＰＣＢ廃棄物の収集運搬の安全確保 

   ＰＣＢ廃棄物は市内の約１７０か所の事業場に散在していることから、処理施設まで

適切な収集運搬を行う必要がある。 

当市は、内陸部に位置しており、国道、県道及び都市計画道路等の貨物自動車が安
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全に運行できる道路が整備されていることから、当市内のＰＣＢ廃棄物の収集運搬は

貨物自動車を用いて行うものとする。 

（１）高圧トランス・高圧コンデンサ等及び安定器等・汚染物の収集運搬について 

 ア ガイドラインによる収集運搬の規定 

収集運搬ガイドラインには、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬について、運搬容器や安全

管理、緊急時の対策等の規定がされている。これに加え、豊田市ＰＣＢ適正処理ガ

イドライン（以下「市ガイドライン」という。）に、自己運搬による豊田ＰＣＢ処

理事業所への搬入の禁止、市と収集運搬業者との協定の締結等を定める。 

全国のＰＣＢ処理事業所の相互活用に伴い、一部の高圧トランス・高圧コンデン

サ等及び安定器等・汚染物については、従来のＪＥＳＣＯの事業対象地域を越えて

運搬されるようになったことから、市ガイドラインの対象の収集運搬事業者を豊田

ＰＣＢ処理事業所へ搬入する者から市内を通行する者にまで拡大する。 

   イ 収集運搬事業者との環境保全協定 

豊田ＰＣＢ処理事業所への収集運搬を安全かつ適正に行う体制を確保するため

に、市と収集運搬事業者との間で豊田市ポリ塩化ビフェニル廃棄物の収集運搬に係

る安全性と環境保全の確保に関する協定を締結することとする。協定の内容として

は、収集運搬ガイドライン及び市ガイドラインの遵守のほか、安全監視委員会への

出席、収集運搬車両への全地球測位システムや自動緊急連絡システムの搭載、処理

施設への受入計画の遵守、収集運搬時の事故の未然防止策等を盛り込むものとする。 

   ウ 収集運搬ルートの設定 

ＰＣＢ廃棄物を、その保管事業場から安全に処理施設に搬入するために、また運

搬中の万一の事故にも速やかに適切な対応ができるように、国道や都市計画道路な

ど幅員の広い道路を優先して使用する。 

なお、豊田ＰＣＢ処理事業所へのＰＣＢ廃棄物の搬入については、表４－６、図

４－６の収集運搬ルートを設定する。 

 

表４－６ 豊田ＰＣＢ処理事業所への収集運搬ルート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ 施設搬入ルート（処理施設へ搬入するルート） 

（ａ）国道１５３号線からの搬入ルート 

「広久手町６丁目」交差点から市道広久手下細谷線に入り、処理施設へ。 

（ｂ）国道４１９号線からの搬入ルート 

「鴻ノ巣橋北」交差点から市道広久手下細谷線に入り、処理施設へ。 

（ｃ）東名高速道路からの搬入ルート 

豊田ＩＣから県道豊田安城線へ入り、「土橋町１丁目」交差点から市道都計花丘

一本木線に入り、「鴻ノ巣橋北」交差点から市道広久手下細谷線に入り、処理施設

へ。 

ｂ 施設搬入ルートに入るまでの運行ルート 

（ａ）市内からの運行ルート（市内保管事業者から、施設搬入ルートまでのルート） 
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図４－６ 収集運搬ルート 

 

 

エ 緊急連絡体制の確保 

収集運搬事業者は、収集運搬時の事故又は漏えい等が生じた場合に備え、消防、

警察及び関係機関等に直ちに連絡できるよう調整し、緊急連絡マニュアルを整備す

る。また、収集運搬車両にも緊急連絡マニュアルを装備するとともに、運転者が通

報できない状態であっても自動通報が可能な緊急連絡システムを搭載する。 

（２）微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の収集運搬について 

微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の収集運搬に当たっては、収集運搬事業者は、運搬容

器や安全管理、緊急時の対策等の規定がされている低濃度収集運搬ガイドラインを遵

守する。これに加えて、委託契約及び廃棄物処理法に定める処理基準に従い実施する。 

 

：施設搬入ルート 

：市内運行ルート 
（県内から） 

「広久手町６丁目」 

「鴻ノ巣橋北」 「土橋町１丁目」 

：市内運行ルート 
（県外から） 

153 

419 

・原則、国道を利用する。 

・国道までは都市計画道路などの幅員の広い道路を優先して利用する。 

（ｂ）県内からの運行ルート（県内保管事業者から、施設搬入ルートまでのルート） 

・原則、高速道路・国道を利用する。（高速道路の利用を優先とする） 

・隣接市町村との境界付近にあっては、国道まで都市計画道路などの幅員の広い 

道路を優先して利用する。 

（ｃ）県外からの運行ルート（県外保管事業者から、施設搬入ルートまでのルート） 

  ・東名豊田ＩＣからａ（ｃ）へ。 
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第５章 ＰＣＢ廃棄物の確実かつ適正な処理の推進 

１ 監視及び指導の徹底 
   市は、市域のＰＣＢ廃棄物を、第２章２（１）で設定した目標期限内の１日でも早期

に、確実かつ適正に処理完了を図るため、次のとおり監視、指導を徹底する。 

 （１）ＰＣＢ廃棄物の適正な保管の指導 

市内ＰＣＢ廃棄物の紛失及び不適正処理の未然防止のため、保管状況の詳細な調査、

保管事業者に対する処理完了までの適正保管等の啓発、ＰＣＢ廃棄物の保管及び処分

状況等届出書の提出指導及び特別管理産業廃棄物管理責任者の設置の徹底を図る。 

（２）使用機器の円滑な更新と早期処理の促進 

現在でも使用されている市内のＰＣＢ製品の処理については、第２章２（１）で設

定した目標期限までに更新と処分の委託を完了することを目標とする。以上の目標を

達成するため、使用事業者に対しＰＣＢ非含有機器への機器の更新の啓発及び立入指

導等を行い、早期処理を促進する。 

（３）ＰＣＢ廃棄物掘り起こし調査の実施 

市内のＰＣＢ廃棄物保管状況の詳細な把握に必要な掘り起こし調査を行い、未処理

事業者一覧表を作成し、当該一覧表に掲載された事業者に対し、第２章２（１）で設

定した目標期限内で、一日でも早期に処理が完了するよう必要な指導等を行う。 

（４）ＰＣＢ含有の有無を判別するためのＰＣＢ濃度分析の指導 

微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等については、高圧トランス・高圧コンデンサ等とは異

なり、電気機器等の銘板に記載されている情報からでは、ＰＣＢ含有の有無が判別で

きないため、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等のＰＣＢ含有の有無を判別するには、絶縁

油のＰＣＢ濃度を分析する以外方法がない。 

微量のＰＣＢに汚染された又はその可能性がある電気機器等を使用している事業

者に対しては、その使用を終え、電気工作物を廃止した場合に、速やかに絶縁油中の

ＰＣＢ濃度を分析するよう指導を行う。ＰＣＢ含有か否か不明の廃電気機器等を保管

している事業者に対しても速やかに、ＰＣＢ濃度を分析するよう指導を行い、未把握

のＰＣＢ廃棄物の掘り起こしを進めていく。 

（５）ガイドラインの遵守 

収集運搬に当たっては、市ガイドライン、収集運搬ガイドライン及び低濃度収集運

搬ガイドラインの遵守を徹底する。 

 

 ２ ＰＣＢ廃棄物の処理に係る情報の収集、整理及び公開 

（１）市域のＰＣＢ廃棄物の保管等状況の情報の収集、整理及び公開 

    ＰＣＢ特措法に基づく公表に際して、国の取組に準じて、市域のＰＣＢ廃棄物の保

管及び処分の状況に関する情報を、市民その他の関係者に対して分かりやすく提示し

ていくよう努める。 

    また、ＰＣＢを絶縁油に使用する電気工作物（以下「ＰＣＢ電気工作物」という。）

等の使用、保管及び処分の状況を適正に把握するため、ＰＣＢ特措法に基づく届出情

報及び電気事業法電気関係報告規則に基づくＰＣＢ電気工作物の設置の状況に関す
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る報告情報との共有化のため、愛知県、当市と中部近畿産業保安監督部等との間で情

報交換を行うことによって連携を図ることとする。 

（２）微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等に関する情報提供等 

電気機器を使用している事業者及び廃電気機器等の保管事業者並びに廃電気機器等

に係る産業廃棄物処理業者に対して、微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等が不適正な保管及

び処理されることがないよう情報提供に努める。 

 

３ 関係機関との連携協力 

全国のＰＣＢ処理事業所の相互活用に伴い、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬が広域化するた

め、市は、他のＰＣＢ処理事業所立地自治体や収集運搬事業者に指導監督権限がある関

係自治体、ＪＥＳＣＯ等関係者と一層緊密に連携し、ＰＣＢ廃棄物の早期適正処理に向

けて協力していく。微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等についても、処分事業者、収集運搬事

業者に指導監督権限がある関係自治体と連携し、情報交換や協議・協力体制を充実する。 

 

 

第６章 豊田ＰＣＢ処理事業所の安全確保 

１ 安全を確保するための基本方針 
豊田ＰＣＢ処理事業所は、内陸部の住宅地近傍に位置しており、一たびＰＣＢ漏えい

事故が発生すると、周辺環境に甚大な影響が発生するおそれがあることから、ＰＣＢの

外部漏えいが起きないようにしなければならない。 

このため、市は、処理施設の経年劣化や全国のＰＣＢ処理事業所の相互活用を踏まえ

た安全対策が、ハード面及びソフト面の両面から正しく機能しているか厳しく監視指導

し、漏えい事故等を未然に防止する必要がある。 

万一、処理施設で漏えい事故等が発生した場合は、できる限り速やかに収束させると

ともに、徹底的な再発防止対策を講じるよう指導する。 

市の監視指導や漏えい事故の再発防止対策等については、学識経験者や地域住民が参

加したリスクコミュニケーションの場である安全監視委員会及び同作業部会（以下「安

全監視委員会等」という。）を積極的に活用し、情報をオープンにしながら行う。 

２ ＰＣＢ漏えい事故の未然防止体制 
豊田ＰＣＢ処理事業所が行う処理施設からの漏えい事故の未然防止対策について、

厳しく監視指導し、市民の安全、安心の確保に努める。 
（１）安全性及び環境保全を確保するための市の監視指導 
   ＰＣＢ廃棄物の処理における安全性及び環境保全の確保については、市ガイドライ

ンに基づき、次の安全対策、環境保全対策が行われている。今後は、この履行状況に

ついて、経年劣化を踏まえて監視指導を行う。 
 

 

 

 



 - 16 - 
 

表６－２－１ 豊田ＰＣＢ処理事業所の安全対策、環境保全対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６－２－２ 協定の骨子 

 

・ 処理工程からの排水及び油類について、逢妻男川に放流してはならず、かつ

地下に浸透させないこと。 

・ 事業に伴う大気汚染や水質汚濁を防止するため、法規制よりも厳しい排出管

理目標値を設定し、その達成に努めること。 

・ 運転、排出、環境の各モニタリングを実施し、結果を市へ報告すること。 

・ 処理実績、モニタリング結果等の処理事業に関する情報を積極的に公開する

こと。 

・ 環境保全上支障が認められる場合、市は施設の一時停止を含めた措置等を指

示できること。 

・ 事故等により有害物質が外部に排出された場合、ＪＥＳＣＯは処理施設の停

止を含めた措置等を講じるとともに、市へ報告すること。 

・ 市民に処理施設を積極的に公開し、豊田事業に対する市民の理解の促進に努

めること。 

・ 東海４県内のＰＣＢ廃棄物の処理完了後、処理施設を解体撤去すること。 

ア 三つのアセスメント 
処理技術の選定においては、当市が内陸部に位置していることに配慮してテク

ニカルアセスメント（技術評価）を行った。また、廃棄物処理法に基づく生活環

境アセスメント（生活環境影響評価）を実施し、生活環境の保全に支障のないよ

う、必要な未然防止措置を講じた。 
通常運転時は、作業ミスや災害等の異常時のリスクアセスメント（リスク評価）

を実施し、これに基づきリスクの回避や低減を図るとともに、フェイルセーフや

セーフティネットの考えに基づき必要な措置を講じる。 
イ 三つのモニタリング 

処理施設からの排ガス、排水等については監視施設等を設けて排出モニタリン

グを実施する。また、施設の操業が周辺の生活環境に影響を及ぼしていないこと

を確認するために、定期的に施設周辺の環境モニタリングを実施する。 

さらに、処理施設が安全に運転されていることを確認するため、運転データや

トラブル、作業ミス等も含めて詳細に記録する安全運転モニタリングを実施す

る。 

ウ 環境保全に関する協定 

  市は、豊田ＰＣＢ処理事業所の安全性及び環境保全を確保するため、平成１    

 ６年４月に、受入条件、具体的な実務や手順を定めた豊田ポリ塩化ビフェニル   

 廃棄物処理事業に係る安全性と環境保全の確保に関する協定（以下「協定」と 

いう。）をＪＥＳＣＯとの間で締結した。 
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一方、ＰＣＢ廃棄物の収集運搬事業者に対しては豊田市ポリ塩化ビフェニル廃

棄物の収集運搬に係る安全性と環境保全の確保に関する協定に基づき、ＪＥＳＣ

Ｏ同様、軽微な事故等についても報告を受けるとともに、再発防止策等について

適切な指導を行う。 

また、豊田ＰＣＢ処理事業所及びＰＣＢ廃棄物収集運搬事業者（以下「処理業

者」という。）に対して、市ガイドラインを遵守するよう指導を行う。 
（２）安全監視委員会等を活用した監視体制の構築 

ＰＣＢ廃棄物の処理については、地域住民の理解が第一であり、地域住民の安心を

生み出すために、リスクコミュニケーションが必要である。 
このため、市民参加による安全監視組織として豊田市ＰＣＢ処理安全監視委員会を

平成１５年１０月に設置した。この委員会は地域住民や学識経験者で構成され、処理

業者から施設運転状況や処理状況等について報告を受け、安全対策などについて確認

と検証を行い、事業の監視及び事業者とのリスクコミュニケーションの推進を図って

いく。 
また、市は、安全監視委員会等を積極的に活用し、漏えい事故の未然防止に寄与す

る。また、安全監視委員会等の報告内容や質疑等については、個人情報や企業の正当

な利益を害するおそれがある等の情報を除き、公開を行うことで、地域住民の安心を

醸成していく。 
 

   図６－２ 市、安全監視委員会等、ＪＥＳＣＯとの関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ ＰＣＢ漏えい事故発生時の対応 
万一、豊田ＰＣＢ処理事業所でＰＣＢの外部漏えい事故が発生した場合は、消防等

関係者と連携し、安全監視委員会等を活用するなど、周辺住民の安全確保を最優先に

対応し、事態を速やかに収束させるよう努める。 

（１）市の対応及び役割 

漏えい事故について、周辺環境に影響のない施設内の漏えいトラブル等、廃棄物処

理法の違反にならない軽微な事故やトラブルについても、協定を根拠に指導を行う。 

一方、環境保全上支障があると認めるときは、廃棄物処理法及び協定に基づき、Ｊ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市 

ＪＥＳＣＯ 安全監視委員会等 

市民監視 

報告 
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ＥＳＣＯに対して、処理施設の全部又は一部の運転を停止し、その原因究明を行うよ

う速やかに指示する。 

市の具体的な対応については、別途、（仮称）ＰＣＢ 漏えい事故に係る危機管理

対応マニュアルを定め、これによるものとする。 

（２）安全監視委員会等の役割 

ＪＥＳＣＯ から全ての事故やトラブルについて報告を受け、事故原因に対する漏

えい防止対策が適切に行われているか確認、監視を行う。 

 
４ ＰＣＢ漏えい事故再発防止対策検討時の対応 

事故やトラブルについて、同様な事故が二度と起こらないよう徹底的な対策を行い、

事故の未然防止対策に寄与する。 
（１）市の対応 

市は、再発防止対策検討時においても、適宜、安全監視委員会等の意見を聞きなが

ら、同様な事故が二度と起こらないよう徹底的に対策を行うようＪＥＳＣＯに対して

指示をする。 
（２）安全監視委員会等の役割 

再発防止対策について、ＪＥＳＣＯから安全監視委員会等に報告し、当該再発防止

対策が、豊田ＰＣＢ処理事業所の施設全体の事故未然防止対策となっているかを検証

する。 


